様式①
補助金等交付申請書

年　　月　　日

　和気町長　様

申請人　　　　　　　　　　　　　　
	　
	住所又は所在地
	〒



	
	氏名又は団体名及び代表者氏名
（署名又は記名押印）
	




　和気町補助金等交付規則第5条の規定により、次のとおり申請します。
　申請に当たっては、同規則に定める条項の適用を受けることについて同意します。

	補助年度
	令和　年度
	補助金等の名称
	協働事業提案制度補助金

	補助事業等の目的及び内容
	　

	補助事業等の効果
	　

	補助事業等の経費所要額
	円

	補助金額
	円

	補助事業等の着手年月日及び完了年月日(予定)
	着手　　令和　　年　　月　　日
完了　　令和　　年　　月　　日

	添付書類
	1　団体の概要書

2　事業計画書

3　収支予算書

4　規約・会則

5　役員名簿




	※担当課所見
	　



　注　※印の欄は記入しないこと。




様式②
団体の概要書
記入日：　　　　年　　月　　日

	団　　体　　名
	



	
団体の所在地

	〒


	代表者氏名
	


	連絡先
	氏　名
	


	
	住　所
	〒



	
	電　話
	


	
	FAX
	


	
	E-mail
	

	設立年月日
	             年　　　　　月

	




団体の目的





	











	




主な活動実績





	











	会員数
	                                名


  ※記入欄に書ききれないときは、別紙として添付してください。


様式③
事業計画書
記入日：　　　　年　　月　　日

	事　業　名
	

	団　体　名
	

	事業期間
	年　　月　～　　　　　年　　月

	事業実施の背景となる地域の課題など
	

	課題を解決するための事業の必要性等
	

	事業の概要
（※１）
	



	年　間
計　画
	
	年　 月
	実施内容※１
	実施場所※２
	参加対象等※３

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※１　事業の概要に沿った年間スケジュール案を記入してください。
※２　想定される実施場所を記入（例:〇〇公民館）。
※３　誰を対象としているのか等を記入してください。

	事業の
役　割
分　担
	団体（団体が果たそうとする役割）



	
	町（町に期待する役割を具体的に記入）


	事　業　の　目　標　等
	















	
期待される
成　果

	







	そ　の　他
	


   ※１　「事業の概要」は、実施予定の事業内容を具体的に記入してください。











様式④
協働事業　収支予算書

記入日：　　　　年　　月　　日

	区　　　　　分
	予算額
（単位：円）
	内　　　　　訳

	



収

入

の

部



	











	











	












	
	
計

	

	


	





支



出



の



部






	





















	





















	






















	
	
計

	


	




※収入の費目は、補助金・参加者負担金・寄附金・自己資金等、支出の費目は、旅費交通費・通信運搬費・謝礼金・会場費・印刷製本費・消耗品費・保険料など適当な費目に分けて記入し、積算内訳もできるだけ詳細に記載してください。
　また、団体の人件費及び事務所の賃借料、光熱水費等の管理費は助成の対象外とします。

様式④
＜記入例＞
協働事業　収支予算書

記入日：　　　年　　月　　日

	区　　　　　分
	予算額
（単位：円）
	内　　　　　訳

	



収

入

の

部



	補助金

参加者負担金

自己資金





	











	令和○○年度協働事業提案

○○円×○○人










	
	
計

	

	


	





支



出



の



部






	
会場費

印刷製本費

消耗品費

通信運搬費














	





















	
○○○公民館大ホール

パンフレット作成　　約○○枚

コピー用紙、インクなど

郵送代　○○円×○○通














	
	
計

	


	




※収入の費目は、補助金・参加者負担金・寄附金・自己資金等、支出の費目は、旅費交通費・通信運搬費・謝礼金・会場費・印刷製本費・消耗品費・保険料など適当な費目に分けて記入し、積算内訳もできるだけ詳細に記載してください。
　また、団体の人件費及び事務所の賃借料、光熱水費等の管理費は助成の対象外とします。
